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Ⅰ 平成２６年度予算案の概要 
 
 
１  編 成 方 針 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 震災対策の充実、経済対策の強化、子育て支援の推進など、

区民の安全安心への備えはもとより、将来の夢を育む投資など、

「幸福実感都市あらかわ」の実現に向けて、限られた財源を重

点的かつ効果的に配分すること 
 
 
 
２ 「あらかわ区政経営戦略プラン」に基づき区政運営の改革を

さらに推進するとともに、すべての事務事業を対象とした行政

評価の結果や現下の財政状況を踏まえ、事務事業の再点検・見

直しを図ること 
 
 
 
３ 国庫補助金の活用など歳入確保に最大限の努力を払うととも

に、将来の財政負担等を十分に考慮した上で、基金や起債を積

極的に財源に活用するなど、中長期的な視点に立った財政運営

を行うこと 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成２６年度予算は、 
 
安全安心のまちづくりや子どもたちの希望の実現に向けて、 
なお一層幸福を実感できる予算 
 
と位置付け、以下の３点に重点を置いて編成しました。 
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２  予 算 規 模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成２６年度の一般会計予算は過去最大の９３２億円の編成となり

ました。荒川二丁目複合施設整備や区民会館大規模改修などによる投

資的経費の大幅増が主な要因となり、前年度と比べ６８億円､７.９％

の増となっています。 

○ 「幸福実感都市あらかわ」の実現に向け、区民の健康増進や福祉の

充実、子育てや教育環境の整備、産業振興、環境対策、文化振興、防

災・防犯、まちづくりなど、区政の重要課題に積極的に取り組む予算

とし、実施計画に掲げた事業や区民ニーズに対応する新規・充実事業

などに重点的かつ効果的に予算を配分しました。 

○ 一般会計と特別会計を合わせた全会計の予算規模は１，４０１億円

となりました。 

(単位：百万円)

【参考】

　　荒川区・東京都・国の財政規模の推移（一般会計当初予算） (単位：億円、％)

958,823

4.2 0.1 △ 2.2 2.5 3.5

922,992 924,116 903,339 926,115

1.9 6.3

62,640 62,360 61,490 62,640

916 875 864

△ 5.1 12.0 △ 4.5 △ 1.2

伸び率

△ 3.8

885,480

6.6

伸び率

7.9

66,590

△ 5.1 △ 0.4 △ 1.4

7.5

65,980

荒　川　区

伸び率

東　京　都

国

26年度25年度区　　分

862 932

24年度23年度22年度21年度

818

7,825

1.4％

3.4％

3.3％

5.9％

346

146

523

132,315

一 般 会 計

国民健康保険事業特別会計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

計

25,531

4,303

16,051

4,449

16,574

140,140

26年度区　　　分

93,240

25,877

増減率

7.9％

増減額25年度

86,430 6,810
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３  歳      入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位：百万円)

区　　　分 26年度 25年度 増減額 増減率

特 別 区 税 15,243 14,962 281 1.9％

地 方 譲 与 税 260 291 △ 31 △ 10.7％

特 別 区 財 政 調 整 交 付 金 37,010 34,570 2,440 7.1％

使 用 料 及 び 手 数 料 1,701 1,711 △ 10 △ 0.6％

国 庫 支 出 金 17,471 16,489 982 6.0％

都 支 出 金 5,723 5,142 581 11.3％

基 金 繰 入 金 4,452 6,040 △ 1,588 △ 26.3％

諸 収 入 2,325 2,088 237 11.4％

特 別 区 債 3,335 580 2,755 475.0％

そ の 他 5,720 4,557 1,163 25.5％

計 93,240 86,430 6,810 7.9％
 

 

○ 特別区税は、納税義務者数の増等を反映し、特別区民税の増加などに

より３億円増の１５２億円、国庫支出金は、消費税率の改定に伴う臨時

福祉給付金等の実施などの影響により１０億円増の１７５億円、都支出

金は、不燃化特区整備促進事業の本格化などの影響により、６億円増の

５７億円と見込みました。 

また、特別区財政調整交付金は、市町村民税法人分の増などの影響に

より、２４億円増の３７０億円と見込みました。 

その他のうち、地方消費税交付金は、消費税率の改定による社会保障

の財源として、６億円の増を見込んでいます。  

○ 基金繰入金については、災害対策や義務教育施設の改修などに４５億

円を、特別区債については、荒川二丁目複合施設整備や区民会館大規模

改修などに３３億円を、それぞれ財源として活用します。 
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歳入の構成割合

注：(　)内は25年度当初予算の構成割合です。

特別区税の推移

特別区税

152億43百万円

16.3%(17.3%)

地方譲与税

2億60百万円

0.3%(0.3%)

特別区財政調整

交付金

370億10百万円

39.7%(40.0%)

使用料及び手数料

17億1百万円

1.8%(2.0%)

国庫支出金

174億71百万円

18.7%(19.1%)

都支出金

57億23百万円

6.1%(5.9%)

基金繰入金

44億52百万円

4.8%(7.0%)

諸収入

23億25百万円

2.5%(2.4%)

特別区債

33億35百万円

3.6%(0.7%)

その他収入

57億20百万円

6.1%(5.3%)

116 116 115 114
111

113

124

143 148 150
144 146 149 150 152

50

75

100

125

150

175

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

億円

年度

歳 入 合 計

932億40百万円

注：24年度までは決算額、25、26年度は当初予算額です。

 
-5-



４  歳      出 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 目的別内訳では、総務費は、荒川二丁目複合施設整備、区民会館大規模

改修、組織改正に伴う組替増などで５２億円増の１６８億円、民生費は、

私立保育園の増設による定員増や臨時福祉給付金等の実施などで２８億円

増の５１０億円としました。 

一方、土木費は、不燃化特区整備促進事業の本格化による増などがある

ものの、三河島駅南地区再開発事業の進捗などで３億円減の５５億円、教

育費は、タブレットＰＣの全校配備による増などがあるものの、組織改正

に伴う組替減などがあり１０億円減の７６億円としました。 

○ 性質別内訳では、普通建設事業費は、三河島駅南地区再開発事業の進捗

による減などがあるものの、荒川二丁目複合施設整備や区民会館大規模改

修などの増により３８億円増の１０３億円、扶助費は、私立保育園の定員

増などにより１２億円増の２７７億円としました。 

一方、人件費は、退職手当の減や給与改定の影響などにより２億円減の

１６６億円、公債費は、区債の償還が進んだことにより２億円減の２６億

円としました。 

(単位：百万円)

26年度 25年度 増減額 増減率

627 657 △ 30 △ 4.6％

16,792 11,573 5,219 45.1％

51,003 48,159 2,844 5.9％

2,909 2,895 14 0.5％

3,484 3,484 0 0.0％

2,155 2,037 118 5.8％

5,492 5,813 △ 321 △ 5.5％

7,648 8,603 △ 955 △ 11.1％

2,615 2,831 △ 216 △ 7.6％

215 78 137 175.6％

300 300 0 0.0％

46,958 46,157 801 1.7％

人 件 費 16,645 16,865 △ 220 △ 1.3％

扶 助 費 27,707 26,463 1,244 4.7％

公 債 費 2,606 2,829 △ 223 △ 7.9％

10,305 6,540 3,765 57.6％

35,977 33,733 2,244 6.7％

93,240 86,430 6,810 7.9％

区　　　分

目
的
別
内
訳

そ の 他

諸 支 出 金

予 備 費

義 務 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

性
質
別
内
訳

計

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

環 境 清 掃 費

産 業 経 済 費

土 木 費

教 育 費

公 債 費
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歳出の目的別内訳

注：(　)内は25年度当初予算の構成割合です。

歳出の性質別内訳

注：(　)内は25年度当初予算の構成割合です。

人件費

166億45百万円

17.9%(19.5%)

扶助費

277億7百万円

29.7%(30.6%)

公債費

26億6百万円

2.8%(3.3%)

普通建設事業費

103億5百万円

11.1%(7.6%)

その他

359億77百万円

38.6%(39.0%)

議会費

6億27百万円

0.7%(0.8%)

総務費

167億92百万円

18.0%(13.4%)

民生費

510億3百万円

54.7%(55.7%)
衛生費

29億9百万円

3.1%(3.3%)

環境清掃費

34億84百万円

3.7%(4.0%)

産業経済費

21億55百万円

2.3%(2.4%) 土木費

54億92百万円

5.9%(6.7%)

教育費

76億48百万円

8.2%(10.0%)

公債費

26億15百万円

2.8%(3.3%)

諸支出金

2億15百万円

0.2%(0.1%)

予備費

3億円

0.3%(0.3%)

歳 出 合 計

932億40百万円

歳 出 合 計

932億40百万円
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５  基金残高と区債残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注1：基金残高・区債残高ともに各年度末現在高であり、24年度までは決算、

　　 25年度は最終補正後予算、26年度は当初予算の段階での見込額です。

注2：基金残高・区債残高ともに一般会計分のほか、特別会計分も含みます。

156 164 169 175

206

249

278

303

264 264

248 254

201

158

443

411

382
360

333

305

278

249

230
216 220 223

201
211

0

100

200

300

400

500

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

年度

億円

基金残高

区債残高

基金残高 157億9,319万円（26年度末見込）

区債残高 210億7,026万円（26年度末見込）

区債の元利償還費 26億5,167万円（26年度当初予算）

元金 23億3,013万円

利子 3億2,154万円

 

○ 基金の残高は、平成２年度の３０４億円をピークに減少傾向にあり

ましたが、平成１３年度から増加に転じ、平成２０年度末にはピーク

時に近い水準まで達しました。 

その後は大規模な公共施設の用地取得・整備など、一時的かつ大規

模な行政需要の財源として積極的に活用し、平成２６年度末の残高は

１５８億円となる見込みです。 

 

○ 区債の残高は、平成１１年度をピークに減少傾向にあります。平成

２６年度は前年度と比較し増加しますが、年度末残高は、ピーク時の

半分以下の２１１億円にとどまる見込みです。 
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６ 予算の主要な事業 

 

1 生涯健康都市 

 

 

 

 

＜主な健康づくり施策＞ 

 

（１） 地域ぐるみの健康づくり推進事業 １８，３９０千円 

だれもが健康で生き生きと暮らせる「生涯健康都市あらかわ」の実現に向け、区民の早世を

予防し、健康寿命を延ばすことに取り組む。 

そのため、生活習慣病の発症や進行を防ぐ健康的な生活習慣づくりに重点を置き、あらかわ

ＮＯ！メタボチャレンジャーの育成、あらかわ満点メニューの開発、健康情報提供店の設置、

健康づくり自主グループの育成支援、受動喫煙防止・禁煙対策など、地域での健康づくり活動

を支援する。 

２６年度は、あらかわＮＯ！メタボチャレンジャー修了者の実体験から得られた、区オリジ

ナルの健康情報を盛り込んだ冊子と、スマートフォン専用サイトを作成し、働き盛り世代から

の健康づくりの重要性をＰＲする。 

 

（２） 糖尿病対策推進事業 ２，３２１千円 

区民の早世予防と介護予防、健康寿命の延伸を図るため、引き続き、荒川区糖尿病対策協議

会を開催するとともに、医療従事者向けの研修会や区民向けの講演会を開催する。 

また、糖尿病患者を対象に医療機関からの紹介による保健所での栄養指導を行い、医療機関

と行政が連携し、予防から重症化予防まで一貫した糖尿病対策を構築する。 

２６年度は、糖尿病患者のセルフケアに役立つ区内の健康情報やサービスを掲載した冊子を

作成し、診療時等に糖尿病療養指導に活用することによって、合併症予防や重症化予防を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 区民一人一人が、生涯にわたって心身ともに健康で生き生きと過ごせるまちを目指します。 

また、高齢者や障がい者を含め、だれもが安心して暮らせる活気ある地域社会を目指します。 
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（ 国 保 会 計 ） 

 

（３） 糖尿病重症化予防等による医療費適正化事業 ３３，８７７千円 

診療報酬明細書（レセプト）を活用した医療費分析を行い、糖尿病・糖尿病性腎症重症化の

予防対象者を抽出し、服薬管理・食事療法・運動療法等の指導を実施することで、被保険者の

重症化を防ぎ、健康・生活の質を守る。 

さらに、医療費分析により抽出された情報を活用して、被保険者にジェネリック医薬品の利

用差額通知を送付し、切替えを勧める等により、医療費の適正化を図る。 

併せて、荒川区糖尿病対策協議会とも連携を図りながら、地域における糖尿病対策を推進す

る。 

 

＜主な福祉施策＞ 

 

（４） 高齢者みまもりネットワーク事業 ６６，６７６千円 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、「高齢者みまもりステーション」

が見守りの拠点として、ワンストップのサービスを提供するとともに、地域包括支援センター

と連携し、介護・医療サービスにつなげる。 

また、緊急通報システムによる見守りサービスの提供や、配食サービス、新聞販売店配達員

等による見守りを行うことにより、高齢者の不安や孤立化を防ぐ。 

 

（５） 成年後見事業 ３，６８８千円 

認知症・知的障がい・精神障がい等により、判断能力が不十分になった、身寄りのいない高

齢者の財産管理や身上監護ができるよう、家庭裁判所に後見開始等の区長申立てを行う。 

また、紛争性と緊急性が高い場合は、成年後見申立てと併せて審判前の保全処分の申立てを

行う。 

 

（６） 福祉避難所の整備 ４，７８７千円 

２５年度に指定した福祉避難所２７施設に、要介護高齢者や障がい者の避難生活支援に必要

な備品等を整備する。 

 

（７） 留守番看護師派遣事業 ６，１２９千円 

重症心身障がい児（者）の地域生活を支援するため、医療行為が必要な重症心身障がい児（者）

の自宅へ、家族に代わって介護する看護師を派遣し、健康を保持するとともに、介護者の負担

を軽減する。 
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（８） 特定相談支援事業及び障害児相談支援事業の充実 １１，９９１千円 

荒川区立障害者福祉会館及び荒川区立精神障害者地域生活支援センターにおいて、障害者総

合支援法・児童福祉法に規定する福祉サービスの利用計画の作成を行い、相談機能の充実を図

る。 

 

（９） 自殺予防事業 ５，１４５千円 

自殺予防のための人材養成として、ゲートキーパー研修を区民団体に広げるとともに、医療

機関や教育機関と連携した自殺予防及び未遂者支援の充実を図る。 

２６年度は、若年女性の自殺ゼロ次予防として、巡回型の相談支援を実施する。 

 

（１０） 障がい者雇用支援事業 １０，３４７千円 

就労を希望する障がい者に対し、就労訓練や職場定着の支援を行い、障がい者の民間企業等

への就労を促進する。 

２６年度は、新たに実地訓練としての事務補助訓練を実施し、訓練メニューを充実する。 

 

（１１） 作業所等経営ネットワーク支援事業 ５，７９５千円 

受注拡大や作業分配等のコーディネートを継続実施し、福祉作業所に通う障がい者の勤労意

欲の向上を図る。 

２６年度は、企業に対し、障がい者雇用や発注促進の啓発を行う。また、福祉作業所の運営

の安定化・工賃増収へ取り組むため、作業所が主体となったネットワークを支援する。 

 

（１２） 親なき後支援事業 １２，９０４千円 

障がい者の「生活の場」を確保するため、区内にグループホームを整備する事業者に対し、

開設経費の一部を補助するとともに、成年後見制度の普及啓発を行い、障がい者が一生涯地域

で生活できる環境を整備する。 

 

（１３） 地域生活支援プログラム事業 ６，８３２千円 

稼働年齢層で一般就労等に結びつきにくい生活保護受給者に対し、ＮＰＯ等を活用した家庭

訪問等による就労等に関する相談を実施し、社会性や自尊心を回復させ、労働意欲の向上を図

る。 

また、就労につなげるために、就労活動の具体的方法に関しての助言や就労体験等を実施し、

求職に向けた自立を促進する。 

 

 

 

 

-11-



（ 介 護 会 計 ） 

 

（１４） 要介護認定業務効率化の推進 １８，４６０千円 

要介護認定事務の効率化を図り、今後、増加する申請者の認定作業を持続的に効率的に行う

ため、要介護認定に係る事務の一部を民間事業者に委託する。 

このことにより、認定申請から認定結果のお知らせまでの期間の短縮を図る。 

 

（１５） 介護予防・日常生活支援総合事業 ７０，３００千円 

介護予防に向け、要支援者・二次予防事業対象者に対し、多様なマンパワーや社会資源等を

活用しながら、介護予防や生活支援サービスなどを、総合的に提供する。 

２６年度は、訪問型の予防サービスなど、選択できるプログラムを増やす。 

 

（１６） 認知症支援推進事業 ３，２６９千円 

認知症になっても安心して住み続けられるようにするため、認知症についての講演会や認知

症サポーター養成講座を開催するとともに、医療と福祉の連携や専門医師による相談を通じて

認知症の早期発見・早期対応を図り、重度化を防止する。 

また、認知症疾患医療センターのアウトリーチチームと区が設置するコーディネーターが協

力し、医療につながらない認知症高齢者を支援する。 

 

（１７） いきいきボランティアポイント制度事業 １，８２７千円 

高齢者が区内介護事業所等におけるボランティア活動を通して社会参加や地域貢献するこ

とを積極的に奨励・支援し、高齢者自身の活動を通した介護予防を推進する。 

また、ボランティア活動の実績に応じ、換金できるポイントを付与することで、実質的な介

護保険料の負担軽減を図る。 

２６年度は、児童関連施設等も受入れ対象施設とし、ボランティア活動範囲の拡大を図る。 

 

（１８） 認知症予防プログラム（はつらつ脳力アップ教室） １４，９７９千円 

高齢者に対して、ゲームやものづくり、運動など創造的で活動的な総合的プログラムを提供

し、認知症に対する不安を解消するとともに、閉じこもりの予防を図る。 

また、プログラム終了後は地域での活動につながるよう、ふれあい館などとの連携を図る。 
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（１９） 高齢者施設を活用した来食事業（おげんきランチ） ２１，５３６千円 

介護認定を受けていない高齢者に対し、高齢者施設１３か所において、心身の機能の維持向

上を目的に、ころばん体操や口腔機能向上などの複合的プログラムと高齢期に適した食事を提

供する。 

また、参加者はそれぞれの健康目標を立て、６か月ごとに体力測定・日常生活機能評価等を

行う。 
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2 子育て教育都市 

 

 

 

 

 

＜主な子育て施策＞ 

 

（１） 荒川遊園の管理・運営 ３２３，７５４千円 

子育て家庭を始めすべての来園者が安心して利用できるよう、施設・設備等の適切な管理運

営に努めるとともに、誰もが楽しめる心の通ったサービスや新たなイベントの企画、積極的な

ＰＲ等により、新たな来園者の増加を図る。 

 

（２） 新たな私立幼稚園の誘致【新規】 ３９２千円 

区内幼稚園不足を解消するため、町屋地域の区有地を幼稚園建設用地として活用し、新たな

私立幼稚園を誘致する。 

２６年度は、私立幼稚園を整備及び運営する学校法人を、プロポーザル方式による公募によ

り選定する。 

 ○ 開園：２８年４月（予定） 

 

（３） 子ども家庭支援センターにおける要保護児童対策事業 ５，４３７千円 

児童虐待の早期発見や迅速かつ的確な対応を図るため、「荒川区要保護地域対策協議会」に

おいて関係機関の連携を強めるとともに、養育が困難な保護者を支援する「養育支援訪問事業」

などの事業を実施し、子どもたちの養育環境の改善を図る。 

 

（４） 地域子育て交流サロンの拡充 １７，９３２千円 

在宅で育児をしている親子などが、日中自由に時間を過ごすことができる地域子育て交流サ

ロンを、東尾久及び東日暮里地域にそれぞれ１か所開設し、週１回２時間の理由を問わない一

時預かりも実施する。 

 ○ 地域子育て交流サロン数 ：１２か所→１４か所 

 ○ 一時預かり実施の地域子育て交流サロン数：３か所→５か所 

 

（５） 保育従事者の処遇改善 ８２，２９２千円 

保育の担い手である保育従事者の確保が課題となっていることから、保育従事者の処遇改善

に取組む区内の民間保育施設等を支援する。 

 子育て環境の充実を図り、子育て世代が働きやすく、安心して子どもを生み、育てられるま

ちを目指します。また、心豊かにたくましく学び、生きる子どもを、地域社会全体で育むとと

もに、生涯にわたって学ぶことができるまちを目指します。 
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（６） 新たな私立認可保育園の整備【新規】 ６８０，７８３千円 

南千住及び日暮里地域の待機児童解消に向け、２６年４月に私立認可保育園３園を開設する。

また、２６年７月の開設を目指し、私立認可保育園１園を誘致する。 

 ○ 開設：２６年４月（予定） 

     （仮称）にじの樹保育園（南千住） 

     （仮称）ぽけっとランド南千住瑞光保育園（南千住） 

     （仮称）うぃず東日暮里保育園（日暮里） 

 ○ 開設：２６年７月（予定） 

      名称未定（日暮里） 

 

（７） 町屋保育園の定員拡大及び民設民営化【新規】 ２５３，８６９千円 

町屋地域の待機児童の解消に向け、町屋保育園の定員拡大及び民設民営化を図る。民設民営

化後の町屋保育園では、新たに０歳児保育や一時保育事業を実施するなど、民間活力を活用し、

充実した保育サービスを提供する。 

 ○ 開設：２７年４月（予定） 

 

（８） 病児保育事業【新規】 ８，７８４千円 

保護者の子育てと仕事の両立支援のため、保育園在籍児が病気のため登園できないときに児

童を預かる病児保育事業を新たに実施する。 

 ○ 実施施設：上智厚生館保育園 

        （病後児保育事業からの移行。病後児保育事業も継続して実施。） 

 

（９） 子ども・子育て支援新制度に向けた準備 ９４，３１２千円 

２７年４月に本格施行が予定されている子ども・子育て支援新制度に向け、荒川区子ども・

子育て会議の開催や子ども・子育て支援事業計画の策定、制度管理システムの開発、児童の認

定等に関する事務を実施する。 

 

（１０） 放課後子どもプランの拡充 ５２２，９０３千円 

放課後の子どもの安全・安心な活動拠点を確保するため、新たに瑞光小学校、赤土小学校、

尾久西小学校の３校において、放課後子どもプラン事業を開始するとともに、赤土小学校と尾

久西小学校ほか３校で行っている学童クラブ事業を新放課後子どもプランとして一体的に運

営する。 

 ○ 放課後子どもプラン実施校：１１校→１４校（うち一体的運営２校→７校） 
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（１１） 学童クラブ事業 ３１５，１１７千円 

放課後帰宅しても保護者の適切な保護を受けられない小学校１～３年生の児童のために、学

童クラブを運営し、その健全育成を図る。 

 ○ 学童クラブ：２５か所 

 

＜主な学校教育施策＞ 

 

（１２） 国語力の向上 １，６４０千円 

荒川区版「推薦図書リスト」をすべての小中学校に配付し、学校図書館の豊富な蔵書を活か

した読書活動を一層推進するとともに、「荒川区図書館を使った調べる学習コンクール」や「あ

らかわ小論文コンテスト」を実施するなど、あらゆる教育活動を通じ、国語力の向上を図る。 

 

（１３） ハートフル日本語適応指導 ９，９９６千円 

来日後の外国人幼児・児童生徒に対する日本語初期指導を充実し、学校生活や社会生活にス

ムーズに適応できるよう支援する。 

また、特に継続指導が必要な児童生徒を対象に補充学習教室を実施する。 

 

（１４） 学校図書館活用の支援・推進 １０３，４８４千円 

司書教諭と連携し、専門的な立場から学校図書館の運営や読書活動等を推進する学校司書を、

全小中学校に５日間常駐させ、小学校の大規模校に学校図書館補助員を配置することにより、

学校図書館のさらなる活用を図る。 

また、学校図書館に関する高度な専門性と識見を有する「学校図書館スーパーバイザー」を

教育センターに配置し、学校司書を統括・指導し、学校の読書活動を支援する。 

２６年度は、学校図書館に関する各種研修会の開催、学校図書館活用事例集、啓発リーフレ

ットや読書ノートの作成・活用などにも業務を広げるとともに、学校図書館活用指針を策定し、

全校で活用するなど、学校図書館の活用をさらに進める。 

 

（１５） 小中学校英語教育の推進 ７９，１５４千円 

国際化に対応して、子どもが英語による実践的なコミュニケーション能力を身に付けられる

よう、小学校の全学年において週１時間「英語科」の授業を実施する。 

また、全中学校に外国人英語指導員を週５日間常駐させ、生徒が外国人指導員と日常生活の

中で会話する機会を増やし、生徒の英語による実践的なコミュニケーション能力の向上を図り、

総合的な英語力を育成する。 
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（１６） ワールドスクール ６，３２１千円 

英語教育の一環として、小学校６年生が清里高原において、外国人指導員とともに４泊５日

の共同生活を行うことにより、授業で学んだ英語に慣れ親しむとともに、生活に密着した英語

力を培い、英語への興味や関心を高める。 

 

（１７） 算数・数学・国語大好き推進事業 ３１，５９３千円 

習熟度別学習に加え、小学校１・２年時から、一人ひとりの子どもの状況に応じたきめ細か

い指導を実施する。算数・数学の大好きな子どもたちを育むため、児童数が３０名以上の学級

を対象とし、少人数による指導やティームティーチングによる指導を行う。 

また、小学校の１年時の国語科において、少人数指導やティームティーチングを取り入れる

ことにより、すべての学びの基礎となる、国語力の向上と言語活動の充実を図る。 

 

（１８） 中学校の「勤労留学」の全校実施 ４，８４６千円 

実際の社会の中での勤労体験により、子どもたちに社会の一員であることを実感させ、社会

に役立つ喜びや、働くことの尊さ・大切さなどを体験的に学ばせるため、中学校における５日

間の集中した「勤労留学」を、全校で実施する。 

 

（１９） 「早寝・早起き・朝ごはん」推進事業 １，１３２千円 

児童生徒の「生きる力」の基礎となる健康と体力を育むため、子どもたちの生活習慣や食の

実態調査に基づいて、「早寝・早起き・朝ごはん」を推進し、心身ともに健康な子どもの育成

を図る。 

また、児童生徒を対象とした「お弁当レシピコンテスト」を引き続き開催する。 

 

（２０） 学校パワーアップ事業 ９０，８７３千円 

確かな学力の定着・向上を図るための「あらかわ寺子屋」事業などの取り組みを各校が「学

力向上マニフェスト」としてまとめ、保護者・区民に明らかにするとともに、その結果を公表

する。 

また、学校教育ビジョンに掲げる心の教育、健康や体力づくり、地域社会と一体となった教

育を推進するなど、各学校の特色ある教育活動をより充実・活性化させるため、各校の創意工

夫にあふれる教育活動を支援する。 

 

（２１） 幼児期からの芸術教育の充実 １，３８７千円 

幼児期に造形活動や表現活動に親しませながら本物の芸術に触れることは、生涯にわたる健

全な心を育てるためにも重要である。区立幼稚園において、東京藝術大学と連携・協力し、本

物の芸術との出会いの機会を設けることにより教育的効果を高める。 
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（２２） 不登校ゼロプロジェクト ４９，４６２千円 

不登校問題の解消に向け、教育相談体制を強化するため、小学校や中学校に対する巡回相談

を実施する。 

また、教育と福祉の両面に専門性がある「スクールソーシャルワーカー」を教育センターに

配置し、家庭や関係機関との連携を強化することにより、児童生徒の問題行動の減少や不登校

問題の解決を図る。 

 

（２３） 学校施設の安全対策の更なる充実 ２０６，４４８千円 

児童生徒の学習の場として、また、災害時の区民の避難所として、より一層の安全性を確保

するため、学校体育館のつり天井の撤去等を行い、学校施設の安全対策の更なる充実を図る。 

 

（２４） 学校図書館の整備 ３５，２０１千円 

児童生徒の読書活動や学習活動を支援するため、蔵書のさらなる充実・更新を図るとともに、

図書管理システムを活用した蔵書管理を行う。 

 

（２５） 学校教材用大型備品の充実 １５，１９７千円 

ピアノなど教育活動に必要不可欠な大型備品類について、計画的な更新を行うことで学校教

育の充実を図る。 

 

（２６） 特別支援教育の推進 ２１６，９１２千円 

特別支援学級に在籍する児童生徒及び通常の学級に在籍する特別な支援が必要な児童生徒

の学校生活や学習活動の支援を行う支援員や補助員・介助員を配置し、安定的な支援体制の構

築を図る。 

 

（２７） タブレットＰＣを活用した学校教育の充実 ７９９，５２９千円 

児童生徒の理解力に応じた個別学習をより効果的に行い、基礎基本的な学力を定着させると

ともに、ＩＣＴを活用し、思考力や問題解決能力、コミュニケーション能力を身に付けさせる

ため、タブレットＰＣを導入する。 

２６年度は、２５年度のモデル導入校の検証結果を踏まえ、小中学校全校で導入する。 

 

（２８） 学校給食の内容充実 ３３，１５０千円 

「食育推進給食」として、献立等に工夫をこらした給食を実施することにより、食を考える

機会を作るなど、食育啓発の実践に資するとともに、給食内容の充実を図る。 
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＜主な生涯学習施策＞ 

 

（２９） 家庭教育の向上・地域の教育力向上支援事業 ３，５５３千円 

子育ての不安や負担感を解消し、「親育ち」につながる学習機会の提供や、地域社会の教育

力向上のため、家庭教育学級・地域子育て講座等の実施に加え、子育てサークルや保護者会等

が実施する講座・イベントに対する助成を行う。 

 

（３０） 荒川コミュニティカレッジ １２，６６４千円 

これからの地域社会を担う人材を育成する新たな生涯学習支援の場として、２２年１０月に

開校した。１年次は「あらかわ学」「クリエイティブ」の２コース、２年次は「まちづくり」「健

康・福祉」「共育」「クリエイティブ」の４学科に分かれ、地域活動の具体的な企画や、活動に

必要な知識・技術を身につけるための講座や活動見学・体験等の学習を実施する。 

また、学習成果の発表や交流を目的に「学園祭」を実施する。 

 

（３１） 子ども読書活動推進計画事業 ６，１１８千円 

荒川区子ども読書活動推進計画に基づき、児童書・絵本等の資料を充実し、様々な読書機会

の提供と読書環境の整備を図る。 

また、多様な方法で本に親しむきっかけをつくるため、引き続き柳田邦男絵本大賞などを実

施する。 

 

（３２） 荒川二丁目複合施設の整備 ２，５２６，３５８千円 

複合施設（図書館、吉村昭記念文学館、子ども施設）の整備にあたり、複合施設準備室を新

設し、建設工事に着手するなど開設に向けた準備を進める。 

 

（３３） 親子で体力アップ推進事業 １，０００千円 

子どもの体力低下、それに伴う親世代へのアプローチの必要性を踏まえ、従来から行ってい

る親と子を対象とした、体力の重要性についての啓発や、体力・運動能力向上に役立つイベン

トを行う。 

 

（３４） 総合型地域スポーツクラブ設立支援 ３００千円 

身近なところで気軽にスポーツ活動に参加できる、区内で２つ目の総合型地域スポーツクラ

ブの設立に向けて支援を行う。 

 

（３５） 荒川リバーサイドマラソン ２，５８２千円 

マラソンを通じてだれもが気軽にスポーツを楽しみ、心身の健全な発達と区民相互の交流を

深める契機として、荒川リバーサイドマラソンを開催する。 
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（３６） 子どもたちの運動能力アップ推進事業 １，１５８千円 

楽しく遊び感覚で運動能力を向上させるトレーニングを、小学校と連携をとりながら実施す

る。 

 

（３７） 新区民運動場の開設【新規】 ４５６，９３９千円 

尾久八幡中学校の改築完了に伴い、区民運動場を全面人工芝の多目的運動場として整備し、

陸上競技、サッカー、テニス等区民のスポーツ振興を図る。 

また、隣接の尾久八幡中学校の授業日については、学校の体育の授業、クラブ活動の場とし

て利用する。 
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3 産業革新都市 

 

 

 

 

 

 

＜主な産業振興施策＞ 

 

（１） 消費者啓発事業 １，２８２千円 

複雑化する傾向にある消費者被害を未然に防止するため、引き続き消費者講座を開催する。 

また、消費者相談事例集や相談室周知用グッズ等を作成し、消費者講座や出前講座などで配

付する。 

 

（２） 消費者相談事業 １０，９７４千円 

区民等の消費生活に関する相談に対し、情報提供や助言、あっ旋、他機関への紹介を行い、

区民生活の安定・向上を図る。 

また、多重債務者問題に対応するため、弁護士による多重債務特別相談（月２回）を実施す

る。 

 

（３） 中小企業融資 １，３２９，１３３千円 

厳しい経営環境にある区内中小企業に対し、経営の安定と活性化をより一層推進するため、

融資借受に伴う金利や信用保証料の負担軽減策を実施する。 

２６年度は、特別融資の施設・設備近代化融資の利子補給率を引き上げ、これまで区内中小

企業が控えてきた設備更新等を促進し、区内中小企業の経営基盤の強化と円滑な資金繰りの支

援を実施する。 

 

（４） 区内中小企業景況調査 ２，６２４千円 

２６年度は、区独自で区内企業の景況調査を行い、さまざまな業種のタイムリーな景況の把

握に努める。 

 

（５） 商業事業者訪問支援事業【新規】 ３，１６９千円 

区内商業事業者の課題等の把握やさらなる経営支援を図るため、中小企業診断士等の専門家

が戸別訪問による経営課題等の調査を行い、あわせて経営支援を行う。 

 

 モノづくり産業を中心とした区内の産業集積を生かしつつ、社会経済状況の変化を踏まえた

産業構造の転換への対応や、新産業の創出を支援するとともに、商業の振興を図り、地域経済

が持続的に発展するまちを目指します。また、区内の観光資源を積極的に情報発信することに

より、人を引き付ける魅力あるまちを目指します。 
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（６） 産業情報紙の発行 ６，０７８千円 

区内事業者に対する情報提供の充実を図るため、産業情報紙「あらかわ産業ナビ」を毎月発

行する。 

 

（７） 中小企業倒産防止共済等加入助成事業 １，９００千円 

区内企業の連鎖倒産を防止するため、国が実施する「中小企業倒産防止共済制度」等に、新

たに加入する企業の掛金の一部を助成する。 

 

（８） 高度特定分野専門家派遣事業 １，８４０千円 

区内企業の経営課題の解決や経営基盤強化、さらに高度化・高付加価値化する新製品・新技

術開発や各種補助金の申請書作成を支援するため、ＭＡＣＣコーディネータや企業相談員と連

携し、あらかじめ区に登録した高度な知見やノウハウを持ち、実務に精通している専門家を派

遣する。 

 

（９） 荒川区小規模事業者経営力強化支援事業【新規】 １０３，５５８千円 

景気回復期における区内小規模事業者の経営力強化を図るため、２６年度に、設備投資等に

要する経費の一部を助成する。これにより、競争力の強化を通じて、区内産業の振興につなげ

る。 

なお、実施にあたり、設備投資等が効果を上げ経営力の強化につながるよう、外部の専門家

からアドバイスを受ける機会を設ける。 

 

（１０） 経営革新等支援事業 ２６，２３２千円 

新製品・新技術の開発、見本市等への出展、ＩＳＯ認証取得、産業財産権取得、従業員の人

材育成に取り組む区内企業に対し、経費の一部を助成することにより、経営の革新を支援する。 

 

（１１） あらかわ経営塾の運営 １，６１１千円 

区内企業の経営革新の取組を支援するため、経営者、経営幹部、後継者等を対象に、中小企

業の新たな事業活動の促進に関する法律に規定する「経営革新計画」の策定を通じ、戦略的な

経営計画の策定と計画推進のための手法を習得する経営塾を開催する。 

 

（１２） 日暮里経営セミナー事業 ５０２千円 

業務連携を行っている独立行政法人中小企業基盤整備機構が主催するセミナーを、「日暮里

経営セミナー」として定期的に荒川区内の会場で開催する。 

２６年度は、これまで好評であった工場見学会を引き続き実施し、生産管理等について模範

的な取り組みを行っている工場の見学を通じ、区内企業の生産効率の向上を図る。 
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（１３） ＴＡＳＫプロジェクト ２，０００千円 

近隣４区（台東区、足立区、墨田区、葛飾区）及び東京都との連携により、各区等が保有す

る産業集積、技術、人材等の地域資源をネットワーク化し、有効活用することによって、新製

品・新技術の開発や販路の拡大を促進し、モノづくり産業の活性化を図る。 

 

（１４） 荒川区新製品・新技術大賞 ３，０１８千円 

区が優れた新製品等を表彰することで、区内中小製造事業者に新製品等の開発を促す契機に

するとともに、受賞した製品・技術のＰＲ等を通じて「モノづくりの街あらかわ」の振興を目

指す。 

なお、受賞企業には、賞金を授与するとともに、経営革新等支援事業で実施する見本市への

出展等の増額を図る。 

 

（１５） モノづくりクラスター形成促進事業 ２２，１７０千円 

顔の見えるネットワーク構築やフロントランナーの育成を軸とした荒川版産業クラスター

の形成を目指す「荒川区モノづくりクラスター（ＭＡＣＣ：マック）プロジェクト」を推進す

ることにより、新事業、ベンチャー企業の創出、既存企業の第二創業や経営革新の促進を図る。 

２６年度は、ＭＡＣＣコーディネータによる企業に対する支援・マッチング等をより積極的

に実施するとともに、経営相談から販路開拓といった課題までワンストップの対応を充実させ、

区内産業の活性化を一層促進する。 

 

（１６） 産学連携推進事業 １０，２２０千円 

大学・研究機関等と連携して新製品・新技術の開発に取り組む区内企業に対し、経費の一部

を助成する等により、新事業の創出を通じた区内産業企業の活性化を目指す。 

２６年度は、近隣７区（台東、墨田、豊島、北、板橋、足立、葛飾）との産学連携ネットワ

ークを一層強化し、他区が連携する大学等との関係の構築につなげ、幅広い産学連携を実現す

る。 

 

（１７） 創業支援事務所等賃料助成事業 ９，０３３千円 

区内で事務所等を借りて事業を開始する際に、２年間を限度に事務所等賃料の補助を行い、

区内での起業・創業を促進することで、区内企業の振興と雇用等の創出を図る。 

補助限度額は、１年目を月額５万円、２年目を月額３万円とする。 

 

（１８） 商店街活性化総合支援事業費 ４５，６９９千円 

商店街及び商店街連合会の販売促進やイベント開催、ハード整備・ソフト対策などの商店街

活性化事業を計画段階から実施に至るまで総合的に支援する。 

また、引き続きＬＥＤ街路灯を設置する商店街への支援を実施する。 
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（１９） 商店街ルネッサンス推進事業 ２９，０８８千円 

地域コミュニティの核となる商店街の活性化を図るため、商店街ルネッサンス事業を推進す

る。 

２６年度は、魅力ある店舗の創出支援、街なか商店塾や一店逸品運動の推進等個店の魅力向

上策など、商店街ルネッサンス事業をさらに推進し、商店街の活性化を図る。 

 

（２０） 日暮里繊維街活性化支援事業 １２，５４７千円 

「繊維の街・ファッションの街 日暮里」の定着を図り、集客力や賑わいの向上を図るため、

日暮里繊維街等が開催する日暮里コレクションのファッションショー（大連コレクション・イ

ン日暮里も同時開催）を支援する。 

 

（２１） 公衆浴場振興事業 ３４，６６７千円 

公衆浴場の設備近代化を図るための設備改善や、公衆浴場の経営の安定化を図るとともに、

クリーンエネルギー化対策として、主たる使用燃料を重油等から都市ガスに転換する浴場に対

し、設備改善に要する経費とガス燃料費の一部を助成する。 

また、需要喚起を図るため、東京都公衆浴場生活衛生同業組合荒川支部が実施するサービス

事業（お背中流し隊、フィットネス in 銭湯、少年スポーツ大会応援事業、しょうぶ湯、ゆず

湯、正月朝湯、荒川銭湯寄席）に対し補助金を交付する。 

２６年度は、健康増進型公衆浴場として設備の改善・近代化に要する経費の一部を助成し、

区民の健康増進や交流促進を図る。 

 

（２２） 雇用促進事業 １４，６０５千円 

「あらかわ就労支援センター」を拠点として、若年者、女性、高齢者を対象としたセミナー

等を行うとともに、足立公共職業安定所（ハローワーク足立）などと連携しながら、引き続き

「マイタウン就職面接会」や月例の「マンスリー就職面接会」を開催する。 

また、若年者向け相談窓口「わかもの就労サポートデスク」による個別サポートや、新規学

卒者等が区内企業を訪問する「バスツアー」などを引き続き実施し、若年層の就労支援を推進

するとともに、庁内関係部署や関係機関と連携を図りながら、より一層の区民の就労促進・区

内企業の人材確保を図る。 
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＜主な観光振興施策＞ 

 

（２３） 「奥の細道千住あらかわサミット」の開催 １３，６６７千円 

第２７回となる「奥の細道サミット」を「奥の細道矢立初めの地・千住」として、荒川区で

開催する。 

また、観光ボランティアガイドによる千住まちあるきツアーやフォト俳句コンテスト、荒川

ふるさと文化館企画展、「奥の細道矢立初めの地 子ども俳句相撲大会」など関連事業を展開

する。 

 

（２４） 観光情報提供事業 １，８４９千円 

観光情報を積極的に発信するため、街なかの店舗や観光スポットでパンフレット等を配布す

る観光情報ＰＲ協力所の増設を図る。 

また、荒川区都電荒川線沿線、日暮里・舎人ライナー沿線まちあるきマップや荒川区観光ガ

イド（イベントカレンダー）等、各種観光パンフレットを作成する。 

 

（２５） 荒川区観光大使ＰＲ事業 ２１６千円 

区のイメージアップとＰＲを図るため、区にゆかりのある著名人を観光大使として任命し、

区の魅力を多くの人に伝えてもらう。 

さらに、観光情報ツイッターによる情報発信の充実などを通じ、観光ＰＲの強化を図る。 

 

（２６） 産業観光の推進 ４，７７６千円 

区の特色の一つである伝統工芸技術職人や荒川マイスター等モノづくり産業を活かした観

光振興を推進する。 

そのために、集客施設・イベントでの実演・展示・販売を行うとともに、作業所等において

見学・体験できる「モノづくり見学・体験スポット」の増設及びＰＲイベント（あらかわモノ

スポ）を開催する。 

 

（２７） 都電荒川線活用事業 １９０千円 

区外から多くの観光客を呼び込むために、東京都交通局及び都電沿線３区と連携し、都電荒

川線を活用した「都電荒川線スタンプラリー」を引き続き実施し、区の魅力をＰＲする。 

また、季節に応じて都電荒川線の魅力をＰＲするため、都電車内を装飾した特別ＰＲ電車を

東京都交通局協力のもと運行する。 
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（２８） 観光客受入体制整備事業 １，８４８千円 

外国人旅行者の受入体制の充実を図るため、宿泊施設の外国語ホームページの作成等を支援

する。 

また、観光ボランティアガイド養成講座を通じ、引き続き外国語対応を含めたガイドの増員

を行うとともに、その資質の向上を図るため講演会や研修会などを実施する。 

さらに、２０２０年に東京で開催されるオリンピック・パラリンピックの外国人観光客への

対応策を検討する。 

 

（２９） 観光イベントの支援 １５，６２６千円 

にぎわいと活力あるまちづくりのため、地域の方々が主体となって行う「川の手荒川まつり」

や隅田川の水辺空間を活かしたイベントなど観光事業を支援する。 

また、隅田川花火大会における来街者への安全対策なども行う。 
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4 環境先進都市 

 

 

 

 

 

＜主な環境・清掃施策＞ 

 

（１） 環境活動の推進 １２，９２０千円 

環境清掃フェア、緑のカーテン、エコ人材バンクなど、区民の環境保全意識の普及・啓発に

より日常生活における環境への負荷を軽減し、様々な環境問題に協働して取り組む区民・事業

者の育成を図る。 

また、区も一事業者として率先して環境配慮行動に努める。 

 

（２） まちの環境美化の推進 ５，９４４千円 

「荒川区まちの環境美化条例」に基づく路上喫煙、歩行喫煙、ポイ捨ての禁止をより一層徹

底するため、区民・事業者・区の協働で行う駅前美化キャンペーンやまちの環境美化マナーア

ップ事業等による啓発及び周知活動を引き続き行う。 

また、歩行者の目を引く横断幕や電柱看板の設置、ポイ捨て禁止プレートの配布など多くの

人の目に留まるよう工夫し、区民等に周知するとともにその理解と協力を求める。 

 

（３） 地球温暖化・ヒートアイランド対策の推進 １２，１６２千円 

地球温暖化やヒートアイランド対策の推進に向けた緑のカーテンや打ち水クール作戦等の

啓発事業を区民・事業者等とともに協働して実施すると同時に、区民・事業者に環境配慮設備

の導入促進を図るため、太陽光発電システム、太陽熱ソーラーシステム、家庭用燃料電池（エ

ネファーム）、ガスエンジン給湯器（エコウィル）等の施工費用の一部を助成するエコ助成制

度を引き続き実施する。 

２６年度は、電気自動車住宅間相互電源供給装置の設置に対する助成を新たに実施する。 

 

（４） 低炭素地域づくりの推進 ４，７４６千円 

あらかわエコセミナー、低炭素地域づくり協議会との協働によるシンポジウム、ライトダウ

ンキャンペーンなどの開催により、低炭素地域づくりの推進を図る。 

また、東日本大震災以降のエネルギー事情の変化や省エネの推進状況を踏まえ、低炭素地域

づくり計画の見直しに着手する。 

 

 地球環境を守るため、内外から注目される先進的な地球温暖化・ヒートアイランド対策を、

地域ぐるみで積極的に推進するまちを目指します。また、隅田川や公園など、水と緑に恵まれ

た良好な居住環境や美しい街並みを大切にした景観の形成に配慮したまちを目指します。 
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（５） もったいない事業【新規】 １３４千円 

可燃ごみの中で３割程度を占める「未使用食品等を含む厨芥」を減らすため、もったいない

の精神を活かし、「必要な分だけ買う」「作り過ぎない」「食べ切る」など食品ロスを減らすこ

との大切さを啓発し、更なるごみ減量・３Ｒの推進を図る。 

 

（６） 集団回収支援事業 ３６５，４７９千円 

集団回収を実施する団体に対する報奨金の支給、集団回収を実施する町会に対する回収支援

金の支給及び持ち去り対策用物品購入補助金の支給など支援策を継続するとともに、回収品目

拡大の調査（古布）を実施し、資源の集団回収体制の充実を図る。 

 

（７） リース方式による街路灯ＬＥＤ化の促進【新規】 ２，８２８千円 

３年計画で約５，０００灯の電柱共架タイプの既存の街路灯を、リース方式（リース期間：

１０年間）のＬＥＤ灯に取り替え、二酸化炭素の排出量や維持費の削減を図る。 

 

＜主な生活環境施策＞ 

 

（８） 三河島駅前自転車駐車場（地下機械式）の開設【新規】 ２９，６６６千円 

放置自転車のない環境に配慮した駅前空間の創出とともに、自転車利用者の利便性向上を目

指し、地下機械式自転車駐車場を２６年１０月に開設する。 

 

（９） 区民の緑化活動への参加促進 ６，４７１千円 

区民の花や緑に対する関心を高め、緑化活動への参加を促し、区内の緑化推進につなげてい

くための「あらかわ緑・花大賞表彰制度」や、街の特性に合った花や緑の普及を図る「あらか

わ園芸名人養成講座」などの事業を実施する。 

 

（１０） 都電沿線バラ植栽事業 １３，９８９千円 

花の名所である都電沿線のバラを良好に保ち、美しく咲かせるため、適正な剪定や施肥、灌

水、補植等の維持管理を行う。 

また、区民ボランティアが管理する一部のバラ花壇について、その活動を支援する。 

 

（１１） あらかわバラの市 ６，７０３千円 

花と緑による街づくりの足がかりとするとともに、新たな観光資源として定着させるため、

町屋駅前を華やかなバラの花で埋め尽くす「あらかわバラの市」を開催する。 
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（１２） 区民主体の街なか花壇づくり事業 １５，１３７千円 

花による潤いと安らぎの空間を創出するため、街なかに花壇を設置し、区民が主体となった

花壇管理等の活動を支援する。 
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5 文化創造都市 

 

 

 

 

 

＜主な文化振興施策＞ 

 

（１） あらかわキャラバン事業 １，３０３千円 

荒川区を代表する芸術文化団体等を交流都市に派遣して交流活動を行い、荒川区の芸術文化

活動を広く周知するとともに住民相互の交流を深める。 

 

（２） 日暮里駅前イベント広場文化・交流事業 ５，３０２千円 

日暮里駅前イベント広場等において、交流都市フェアや芸術文化イベント等を行い、交流都

市と親交を深めるとともに、芸術文化の活性化を図る。 

 

（３） 東京藝術大学との連携事業 ７，１４９千円 

２０年１２月に「芸術・文化振興のための合意書」を調印した東京藝術大学と連携・協力し、

芸術家によるワークショップの実施や、立体部門の卒業修了制作を対象に荒川区長賞を授与し、

作品を区内に設置するなど、区民が芸術文化に親しめる場の創出を図る。 

また、防犯と景観向上のため、東京藝術大学卒業生グループＡ＋（アプリュス）や地元の町

会・学校等と連携し、鉄道高架下等に壁画を制作する。 

 

（４） 江戸伝統技術の保存 １８，６３９千円 

① あらかわの伝統技術展 

伝統工芸技術保持者の実演公開と作品展示・販売等を行うことにより、技術保持者を広く区

の内外に紹介し、伝統工芸技術に対する区民等の関心を高める。 

② 伝統工芸技術の映像記録保存 

江戸時代から受け継がれてきた荒川区指定無形文化財保持者の伝統技術を映像で記録保存

し、その技術と保持者を広く区民に紹介する。 

③ 伝統工芸品の購入 

荒川区指定無形文化財保持者の優れた技術を後世に伝えるため、作品を購入し、荒川ふるさ

と文化館の収蔵資料として保存・活用する。 

④ 学校職人教室 

伝統工芸技術を豊かな心を育てる教材として活用するとともに、職人のまち荒川の特色ある

 伝統文化の継承と新しい文化の創造とが調和している多彩なまちを目指します。 

 また、あらかわのまちに息づく連帯感や助け合いの心、下町らしい人情味あふれるコミュニ

ティを最大限に生かして、地域の連携と協働が活発に行われるまちを目指します。 
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文化としての理解を促すことで、文化財の保護・継承を図る。 

⑤ あらかわ職人道場 

荒川ふるさと文化館の夏休み子ども博物館の事業として、伝統工芸技術の体験教室を実施す

る。 

 

（５） 伝統工芸技術継承者育成支援事業 １５，０００千円 

荒川区の貴重な文化財である伝統工芸技術を次世代へ継承するため、伝統工芸技術の習得を

目指す方を受け入れる伝統工芸技術保持者への支援を行い、伝統工芸技術継承者を育成する。 

 

＜主なコミュニティ活性化施策＞ 

 

（６） 町会事務所建設等利子相当額助成事業【新規】 ６００千円 

法人化している町会所有の町会事務所の新築・建替え・購入や老朽化した町会事務所の除却

等に要する資金を金融機関から借り入れた場合に、その利子について、償還開始から５年間、

単年度あたり６０万円を限度として助成する。 

 

（７） サンパール荒川の大規模改修工事【新規】 １，０４３，５８０千円 

大規模改修を行い、区民がより快適に芸術文化活動を行える拠点づくりを目指す。また、災

害時には災害活動拠点として活用できるよう安全性の向上を図る。 
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6 安全安心都市 

 

 

 

 

 

 

＜主な防災・防犯施策＞ 

 

（１） 永久水利を活用した地域消火・送水ネットワーク体制の構築 ８０，８９９千円 

永久水利施設を拠点として、複数の防災区民組織（町会）と消防団との連携により、これま

でにない地域消火・送水のためのネットワーク体制を構築する。 

２６年度は、荒川公園及び尾久の原公園において、新たな永久水利施設を整備し、訓練を実

施する。 

 

（２） 区内全避難所での避難所開設・運営訓練 １９，７４６千円 

全ての町会・自治会が区内の一次避難所において隣近所の安否確認をはじめ、避難所の開設

作業、避難者収容、避難所運営などに重点を置いた訓練を実施する。 

また、この訓練の準備や実施を通して、避難所の開設・運営組織とルール作りを進める。 

 

（３） 安否確認システムの構築【新規】 ６，７５８千円 

震災時、区民の安否を迅速に確認するための「無事ですシール」を区内全世帯に、また、避

難所での避難者の把握並びに全区民の避難状況を把握するための「避難者カード」を全区民に

それぞれ配付する。 

 

（４） 災害時要援護者施設への情報伝達体制の充実 ９，７０８千円 

避難に時間を要する災害時要援護者施設を対象に、防災行政無線個別受信機を設置し、情報

伝達体制の充実を図ることにより、要援護者が迅速に避難できる体制を構築する。 

 

（５） 荒川区安全・安心ステーション １１，０２０千円 

警視庁と連携し、荒川区安全・安心ステーションを防犯活動拠点として活用し、地域の防犯

力向上を図る。 

 

 

 

 都市基盤の整備を着実に進めるとともに、地域コミュニティが機能している荒川区の強みを

最大限に生かし、ハード、ソフトの両面から、災害に強い安全なまちを目指します。 

 また、地域ぐるみでの防犯活動や交通安全対策を通じて、犯罪や事故のない安心して暮らせ

るまちを目指します。 
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（６） 治安対策事業の推進 ８８，５２１千円 

町会や商店街が設置する防犯カメラについて、整備費用等の一部を補助するとともに、幹線

道路、駅周辺、区境等で町会や商店街が整備することが難しい地域に、区が自ら防犯カメラを

整備し犯罪抑止効果の向上を図る。 

また、安全・安心パトロールカーによる毎日の巡回や防犯啓発活動による安全対策を図るほ

か、防犯用品の配布、空き巣対策品購入費の補助など、様々な治安対策事業を推進し「治安ナ

ンバーワン都市あらかわ」の実現を目指す。 

 

（７） 地域の児童安全見守り活動の推進 ３００千円 

地域のなかで、児童が緊急避難できる「わがまちあんしん１１０番」事業に安心してより多

くの方のご協力をいただけるよう、区が補償保険に加入するなどの支援を行い、地域の児童安

全見守り活動を幅広く推進する。 

 

（８） 学校・学童クラブ安全パトロール ６０，８６６千円 

下校時の低学年児童の安全を確保するため、すべての小学校及び学童クラブで、「学校・学

童クラブ安全パトロール」を実施する。 

 

（９） 自転車交通安全対策の推進 ５，２６８千円 

自転車運転免許証制度やスケアード・ストレイトによる交通安全教室及び小学生から高齢者

までを対象に、自転車運転シミュレーターを使った体験型交通安全教室等を実施する。 

 

（１０） 道路ストック総点検事業【新規】 ８３，９２６千円 

安全に通行できる道路空間を確保するため、道路構造物・道路付属物を点検し、点検結果を

データ化することにより効率的な維持管理を行う。 

 

（１１） 細街路拡幅整備事業 ２４０，０２８千円 

防災性の向上、居住環境の改善を図るため、建築物の新築、建替えの際等に、建築主等の協

力を得て細街路を拡幅整備する。 

また、事業の推進を図るため、建築主等に対して後退用地の整備に要する費用の一部を助成

する。 

 

（１２） 都市防災不燃化促進事業 １５，４１７千円 

大地震発生時において、火災の延焼拡大防止と避難路の安全性を確保するため、補助９０号

線第二地区において、耐火建築物の建築主に対して建築費の一部を助成し、災害に強い燃えな

い街づくりを促進する。 

 

-33-



（１３） 密集住宅市街地整備促進事業 ４３，９７１千円 

大地震発生時において、建物倒壊や火災から住民の生命及び財産を守るため、荒川五・六丁

目地区、町屋二・三・四丁目地区、荒川二・四・七丁目地区及び尾久地区の４地区において、

グリーンスポット・防災広場等を整備するとともに、延焼遮断帯形成事業を推進し、主要生活

道路優先整備路線の拡幅整備を促進する。 

 

（１４） 木造・非木造建物耐震化推進事業 １８９，９７６千円 

大規模地震による倒壊等のおそれがある木造・非木造建物について、耐震診断、耐震補強工

事及び耐震建替え工事等に要する費用の一部を助成することにより、建物の耐震性等の向上を

推進し、大規模地震による建物倒壊等から区民の生命と財産を守る。 

 

（１５） 特定緊急輸送道路沿道建物耐震化推進事業 ３９９，４００千円 

大規模地震による倒壊等のおそれがある特定緊急輸送道路沿道建物について、耐震診断、耐

震補強工事及び耐震建替え工事等に要する費用の一部を助成することにより、建物の耐震性等

の向上を推進し、大規模地震による建物倒壊等から区民の生命と財産を守るとともに、震災時

における広域的な避難路や救急消火活動等のための道路を確保する。 

 

（１６） ブロック塀等撤去助成事業 ５０３千円 

危険なブロック塀等の改修を促進し、地震による倒壊から区民を守り、災害に強い街づくり

を推進するため、ブロック塀等の安全対策にかかる補助事業を実施する。 

 

（１７） 老朽空家住宅除却助成事業 ２０，１５０千円 

老朽化した空家について、除却費用の一部を助成することにより、老朽建築物の除却を進め、

災害に強い街づくりを推進する。 

 

（１８） 不燃化特区整備促進事業 ７０２，０１２千円 

不燃化特区整備促進事業では、現在実施している「荒川二・四・七丁目地区」に加え、新た

に「町屋・尾久地区」においても、地域の不燃化、主要生活道路や公園等の整備、延焼遮断帯

を形成する都市計画道路の整備等、重点的・集中的な取組みにより、燃えない・燃え広がらな

い災害に強い街づくりを推進する。 

 

（１９） 学校情報配信システム １，８２７千円 

子どもの安全に関わる情報をいち早く保護者に知らせるため、携帯メール等の配信を行う

「学校情報配信システム」について、小・中学校、幼稚園及びこども園で実施する。 
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（２０） 児童安全推進員の配置 ３９，６５３千円 

児童の安全を確保するため、すべての小学校及び汐入こども園に児童安全推進員を配置し、

不審者の発見に努めるなど安全体制を整備する。 

 

＜主な都市基盤整備施策＞ 

 

（２１） 市街地再開発事業の推進 ４３４，２００千円 

市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用、住環境の整備、都市機能の更新及び駅前地区の

活性化を目指し、三河島駅南地区において市街地再開発事業を推進する。 

 

（２２） 西日暮里駅周辺地区の再開発事業化推進 ５，９８８千円 

旧道灌山中学校跡地を含む西日暮里駅周辺地区について、市街地の土地の合理的かつ健全な

高度利用、住環境の整備、都市機能の更新及び駅前の活性化の検討を行い、広域拠点としての

街づくりを進める。 

２６年度は、引き続き、市街地再開発事業の実現を目指す地元組織の活動を支援する。 

 

（２３） コミュニティバス「さくら」逆回りルートの導入【新規】 １９，９７２千円 

利便性の向上とさらなる需要の喚起を目指し、「さくら」の逆回りルートを導入するととも

に、「町屋さくら」等の既存ルートの運行改善を図る。 
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7 計画推進のために 

 

 

 

 

 

＜主な計画推進施策＞ 

 

（１） 荒川区職員ビジネスカレッジ ２１，２８９千円 

２年課程の「本科課程」、短期間で国家資格・民間資格等の取得を応援する「実務専門課程」、

自宅での学習を支援する「通信教育支援コース」、管理職・係長級職員を対象とした大学院な

ど、カリキュラムの充実を図り、区役所全体の「学ぶ組織文化」の醸成に努めている。 

２６年度は、引き続き多くの職員が学ぶ環境を整備し、荒川区自治総合研究所（ＲＩＬＡＣ）

や荒川コミュニティカレッジとの連携講座の拡充など、一層の充実を図っていく。 

 

（２） 基幹システムの再構築 １０２，８５８千円 

住民記録、税務、保健福祉業務等を処理し、区の情報システムの中核をなす基幹システムを

パッケージシステムに再構築し、区民サービスの向上及び事務の効率化を図るとともに、シス

テム経費を縮減する。 

 

 

 真の豊かさにつながる区民の幸福度の向上こそが区政の役割であるという考え方の下、ＧＡ

Ｈ（グロス・アラカワ・ハッピネス＝荒川区民総幸福度）という尺度を区政に取り入れ、区民

とのパートナーシップを大切にした区民に信頼される質の高い区政を推進していきます。 
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Ⅱ  平成２５年度最終補正予算案の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区  分 既定予算額 補正額 補正後予算額 

一  般  会  計 88,910 1,029 89,939

 

２ 補正事項 
 
(1) 一般会計  

 

①  荒川二丁目複合施設用地の取得                   209,667 千円       

荒川二丁目複合施設の用地を、土地開発公社から取得します。 
 

②  都市計画道路用地の取得                        706,852 千円       

都市計画道路補助３３１号線の用地を、土地開発公社から取得します。 

 

③  密集住宅市街地整備促進事業用地の取得             112,624 千円       

（以下の用地を土地開発公社から取得します） 

○ 主要生活道路用地（34,177 千円） 

荒川二・四・七丁目地区、荒川五・六丁目地区、町屋二・三・四丁目地区 

○ グリーンスポット用地（78,447 千円） 

荒川五・六丁目地区 

 

④  繰越明許 

事業が 25 年度内に完了しないことが見込まれるため、経費を翌年度に繰

り越します。 

    ○ 荒川二丁目複合施設用地の取得 

     今回補正額    209,667 千円  うち翌年度繰越額   137,179 千円 

     ○ 商店街プレミアム付きお買い物券支援事業 

       ２５年度予算額   10,000 千円  うち翌年度繰越額     2,000 千円 

 

 

平成２５年度の最終補正予算は、用地取得やまちづくりの推進などの経費

として、一般会計で１０億円の補正を行います。 
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